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奈良市報告第３２号 

 

市長専決処分の報告について 
 

 地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。 

  令和７年８月１９日提出 

 

奈良市長  仲 川 元 庸 

 

１ 令和７年度奈良市一般会計補正予算（第２号） 
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市 長 専 決 処 分 書 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を別紙のとおり専決処分する

ものとする。 

  令和７年８月４日 

 

奈良市長  仲 川 元 庸 

 

記 

 

１ 令和７年度奈良市一般会計補正予算（第２号） 
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令和７年度奈良市一般会計 
補正予算（第２号） 

 

 令和７年度奈良市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ４２０，０００千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ１６７，８５５，０７９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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第１表　歳入歳出予算補正 　

　歳　入

千円 千円 千円

　　
　歳　出

千円 千円 千円

16 ． 国 庫 支 出 金 36,282,586 420,000 36,702,586

国 庫 交 付 金 8,018,048 420,000 8,438,048

３ ． 民 生 費 78,035,487 420,000 78,455,487

項款 計　補　正　額　補正前の額

補正前の額項

167,435,079 420,000

４ ．

36,973,903

167,855,079

計

歳　　　入　　　合　　　計

　補　正　額　

167,855,079167,435,079 420,000

１ ． 社 会 福 祉 費 36,553,903 420,000

歳　　　出　　　合　　　計

款
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16 36,282,586 420,000 36,702,586

167,435,079 420,000 167,855,079

国庫支出金

歳　　入　　合　　計

款

１．総括

（単位：千円）（　歳　入　）

1.一般会計
(1)一般会計歳入歳出補正予算事項別明細書（第２号）

補正前の額 補正額 計

-
5
-



（　歳　出　）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

3 民生費 78,035,487 420,000 78,455,487 420,000 －

167,435,079 420,000 167,855,079 420,000 －歳　　出　　合　　計

款 補正前の額

（　歳　出　） （単位：千円）

補正額 計

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一　般　財　源

-
6
-



 

第16款 国庫支出金

計 8,018,048 420,000 8,438,048

420,0001 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
庫交付金

1 総務費国庫交付金 1,682,094 420,000 2,102,094 一般管理費国

第１６款 国庫支出金 第４項 国庫交付金

２．歳入

（単位：千円）

目 補正前の額 補正額 計 説　　　　　　　　　明
区　　分 金　　額

節

-
7
-



　

 

第3款 民生費

特定財源
0一般財源

計 36,553,903 420,000 36,973,903 420,000

　　国庫支出金
420,000

費
　（内訳）

420,000 低所得者支援・定額減税補足給付金事業経
費 び交付金

（単位：千円）

2,496,5261 社会福祉総務 2,076,526 420,000 420,000特定財源 18 負担金補助及

３．歳 出
第３款 民生費 第１項 社会福祉費

目 補正前の額 補正額 計

節

説　　　　　　　明
区　　分 金　　額

補　正　額　の
財　源　内　訳

-
8
-



奈良市報告第３３号 

 

市長専決処分の報告について 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し 

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。 

令和７年８月１９日提出 

 

                      奈良市長  仲 川 元 庸 

 

１ 市営住宅明渡し及び滞納家賃等の支払請求に関する訴えの提起について 
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市 長 専 決 処 分 書 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を別紙のとおり専決処分する

ものとする。 

  令和７年７月１０日 

 

奈良市長  仲 川 元 庸  

 

記 

 

１ 市営住宅明渡し及び滞納家賃等の支払請求に関する訴えの提起について 
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市営住宅明渡し及び滞納家賃等の支払請求に 

関する訴えの提起について 
 

 本市は、市営住宅の明渡し及び滞納家賃等の支払いを求めるため、次のとおり裁判所に 

訴えを提起する。 

 

１ 訴えを提起する相手方の住所及び氏名 

  別表のとおり 

 

２ 訴えの要旨 

  別表に記載する者を相手方として、次の判決及び仮執行の宣言を求める。 

(1)  市営住宅を明渡し、かつ原状に復し、奈良市営住宅条例第３８条第４項の規定によ

り徴収する金銭を支払え。 

(2)  滞納家賃等及びこれに対する遅延損害金を支払え。 

(3)  訴訟費用は被告の負担とする。 

 

３ 訴訟遂行の方針 

(1)  弁護士を訴訟代理人と定める。 

(2)  判決の結果、必要がある場合は上訴する。 

(3)  本市は、上記の訴訟において必要があるときは、適当と認める条件で当事者と和解

することができる。 
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別　表

番号 住　　　所 氏　名 住宅名及び住宅番号 請求の原因

1 家賃滞納
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奈良市報告第３４号 

 

市長専決処分の報告について 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。 

令和７年８月１９日提出 

 

                      奈良市長  仲 川 元 庸 

 

１ 和解及び損害賠償の額の決定について 
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市 長 専 決 処 分 書 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。 

  令和７年７月８日 

 

奈良市長  仲 川 元 庸  

 

記 

 

   和解及び損害賠償の額の決定について 

 令和７年１月２４日午前１１時５６分頃、奈良市西大寺新町一丁目地内において発生し

た、本市の公用車が歩道上のガードパイプに接触した事故について、和解により次のとお

り損害賠償の額を決定するものとする。 

 

１ 損害賠償の額  ３３０，０００円 
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奈良市報告第３５号 

 

市長専決処分の報告について 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。 

令和７年８月１９日提出 

 

                      奈良市長  仲 川 元 庸 

 

１ 和解及び損害賠償の額の決定について 
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市 長 専 決 処 分 書 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。 

  令和７年７月１６日 

 

奈良市長  仲 川 元 庸  

 

記 

 

   和解及び損害賠償の額の決定について 

 令和７年５月１日午前１０時２５分頃、奈良市法蓮町地内において発生した、本市の公

用車が相手方の原動機付自転車に接触した事故について、和解により次のとおり損害賠償

の額を決定するものとする。 

 

１ 損害賠償の額  ４２，４０５円 
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奈良市報告第３６号 

 

市長専決処分の報告について 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。 

令和７年８月１９日提出 

 

                      奈良市長  仲 川 元 庸 

 

１ 和解及び損害賠償の額の決定について 
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市 長 専 決 処 分 書 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。 

  令和７年７月１６日 

 

奈良市長  仲 川 元 庸  

 

記 

 

   和解及び損害賠償の額の決定について 

 令和７年５月１２日午後３時３８分頃、奈良市四条大路一丁目地内において発生した、

本市の公用車が相手方の普通自動車に接触した事故について、和解により次のとおり損害

賠償の額を決定するものとする。 

 

１ 損害賠償の額  １２４，５２０円 
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奈良市報告第３７号 

 

市長専決処分の報告について 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。 

令和７年８月１９日提出 

 

                      奈良市長  仲 川 元 庸 

 

１ 和解及び損害賠償の額の決定について 
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市 長 専 決 処 分 書 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。 

  令和７年８月１日 

 

奈良市長  仲 川 元 庸  

 

記 

 

   和解及び損害賠償の額の決定について 

 令和７年５月１２日午前８時頃、奈良市芝 町三丁目地内において発生した、 本市の公

用車が相手方の普通自動車に接触した事故について、和解により次のとおり損害賠償の額

を決定するものとする。 

 

１ 損害賠償の額  ３３９，６８０円 
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奈良市報告第３８号 

 

市長専決処分の報告について 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。 

令和７年８月１９日提出 

 

                      奈良市長  仲 川 元 庸 

 

１ 和解及び損害賠償の額の決定について 
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市 長 専 決 処 分 書 

 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。 

  令和７年８月１日 

 

奈良市長  仲 川 元 庸  

 

記 

 

   和解及び損害賠償の額の決定について 

 令和７年６月８日午前５時５５分頃、奈良市都 吐山町地内において発生した、市道上

の溝蓋の跳ね上がりにより、走行していた相手方の軽自動車のタイヤ及びホイール等が損

傷した事故について、和解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。 

 

１ 損害賠償の額  ５１０，９２４円 
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奈良市議案第６８号 

 

市長専決処分の報告及び承認を 

求めることについて 

 

 地方自治法第１７９条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し 

たので、同条第３項の規定によりこれを報告し、その承認を求める。 

令和７年８月１９日提出 

 

                      奈良市長  仲 川 元 庸 

 

１ 公の施設の指定管理者の指定について 
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市 長 専 決 処 分 書 

 

 地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、下記の事件を別紙のとおり専決処分する

ものとする。 

  令和７年６月３０日 

 

奈良市長  仲 川 元 庸  

 

記 

 

１ 公の施設の指定管理者の指定について 
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公の施設の指定管理者の指定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定する。 

 

１ 指定管理者を指定する公の施設 

  奈良市高畑町１０８３番地の１ 

   名勝大乗院庭園文化館 

 

２ 指定管理者の所在及び名称 

 京都市下京区烏丸通塩小路下る東塩小路町９０１番地 

  株式会社ジェイアール西日本ホテル開発 

   代表取締役 伊勢 正文 

 

３ 指定管理者の指定の期間 

 令和７年７月１日から令和８年３月３１日まで 

 

４ 指定管理者が行う業務の範囲 

(1)  名勝大乗院庭園文化館条例第３条に規定する事業の実施に関すること。 

(2)  名勝大乗院庭園文化館の使用承認及び使用制限に関すること。 

(3)  名勝大乗院庭園文化館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。 

(4)  その他市長が定めること。 
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